様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2024年　　3月　　22日

　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）びーあんどでぃーえっくすかぶしきがいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称 B&DX株式会社
（ふりがな）あべ よしのぶ
                              （法人の場合）代表者の氏名 安部 慶喜    印
住所　 〒100-0005 東京都千代田区丸の内１丁目６-５
丸の内北口ビルディング 12階
法人番号　　　　9020001139133　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	[1] B&DX株式会社「DX推進方針」更改のお知らせ
[2] DX推進方針

	公表日
	[1]、[2]　2024年　3月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社HPにて公表
[1] B&DX株式会社「DX推進方針」更改のお知らせ
URL： 
https://www.bdx.co.jp/news/detail/20240301851/
代表メッセージ

[2] DX推進方針　※[2]は、[1]の下部にて公表
URL：
https://tanbear66.sakura.ne.jp/uploads/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%96%B9%E9%87%9D_v1.3.pdf
2～4P、6～7P、9P

	記載内容抜粋
	[1]　経営ビジョン（代表取締役社長メッセージ）
B&DX株式会社は、「Journey to Transformation」を掲げ、ビジネスとデジタルの両面から日本企業の変革をご支援するために設立されました。
常にお客様に向けてあるべき姿を提示し変革をともに実現する存在であり続けるために、社内の業務プロセスについても、RPAやAIチャットボットなどのデジタル技術を活用して徹底して自動化することによってフルオートメーションカンパニーを目指します。
[2]　デジタル技術の活用　2～4P
第4次産業革命以降、「VUCA（不安定、不確実、複雑、曖昧）」と言われる時代へ突入しました。デジタル技術の進歩とIoTの発展により、企業活動の大きな変化が求められるようになりました。一方で日本企業の80％以上が未着手・部分的な着手に留まり、日本企業のDX対応力は63ヶ国中の最低レベルです。DX実現のための課題解決の支援を日本企業が求めています。B&DXは日本企業の改革をビジネスとデジタルの両面から支援することを目指しており、そのニーズは高まっていると考えています。
[2]　ビジネスモデルの方向性　6～7P
急速に変化する市場を捉え、経営資源を最大限に活かして日本企業の経営課題に対応しつづけるために、First Mover/Co-creation/This is it!という3原則を信条とします。B＆DXは、ビジネスに関するすべての情報が人に紐づき人を中心とした業務の姿（Human-Oriented）から、デジタルが制度・ルールを遵守しつつ、人と対話しながら業務を遂行する姿（Digital-Oriented）への変革を目指します。

[2]　情報処理技術の活用の方向性　9P
デジタル技術を活用した新規ビジネス創出のため全社レベルでの巻き込み施策を展開すること、また蓄積したデジタル技術知見をもとに、社内業務プロセスDXにも取り組むことを掲げております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2024年2月の取締役会で役員承認の上、HPにて公開。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進方針

	公表日
	2024年　3月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社HPにて公表
DX推進方針
URL：https://tanbear66.sakura.ne.jp/uploads/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%96%B9%E9%87%9D_v1.3.pdf
9～11P

	記載内容抜粋
	1 具体的な方策（戦略）
下記の社内業務プロセスをRPA・チャットボットを用いて自動化
＊営業｜契約手続き、案件管理
＊人事・労務｜採用、勤怠管理
＊会計｜請求書支払、入金消込、経費精算、業績管理
具体例）経費申請・経費データ登録、案件データ登録、業績資料作成、勤怠レポート作成・アラートメール送付、アカウント作成・アクセス権限設定 等
2 その具体的な取組内容において、データ活用をどのように組み込んでいるか
顧客管理システムを導入し、顧客情報を一元管理。データを踏まえたアカウントプランを策定し、顧客企業ごとに最適な顧客サービスを提供。
業績資料や会計資料もシステム間のデータ連携をRPA
で実現することで、経営・業績状況をモニタリング可能な環境を構築。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2024年2月の取締役会で役員承認の上、HPにて公開。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	自社HPにて公表
DX推進方針
URL：
https://tanbear66.sakura.ne.jp/uploads/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%96%B9%E9%87%9D_v1.3.pdf
9P、12P

	記載内容抜粋
	1 体制・組織
社長直下でチームごと管理職をリーダーに任命し、DXビジネスの創出と社内DXを推進。
2 人材の確保・育成
・最新デジタル技術・ソリューションを活用した新規ビジネス検討ディスカッションの検討成果・ナレッジを全社員で共有し、最新デジタル技術およびそれらを活用したビジネスに関する意識を醸成
・新規ビジネスの創出成果を社員の評価と紐づけ、ビジネス創出に対する社員のモチベーションを醸成



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	自社HPにて公表
DX推進方針
URL：
https://tanbear66.sakura.ne.jp/uploads/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%96%B9%E9%87%9D_v1.3.pdf
9～10P

	記載内容抜粋
	クラウド基盤で社内システム環境を構築することで、汎用的なSaaSアプリケーションを利用する際のコストを抑制し、必要に応じて柔軟に利用するSaaSアプリケーションを切り替えることが可能な環境を築いています。
また、DX基盤チームを中心に最新のデジタル技術知見を蓄積しておりますが、クラウド基盤環境を利用することにより、円滑にデジタル技術の社内検証・導入を行うことが可能です。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進方針

	公表日
	2024年　3月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社HPにて公表
DX推進方針
URL：
https://tanbear66.sakura.ne.jp/uploads/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%96%B9%E9%87%9D_v1.3.pdf
11P　

	記載内容抜粋
	社内業務プロセスDX・社内データ活用整備が完了した業務数をKPIとして設定し、2026年までに累計50業務を目指します。
2023年度は様々な領域に対して約20業務の取組が完了しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2024年　3月　1日

	発信方法
	自社HPにて代表取締役からのメッセージとともにDX推進方針を公表。
B&DX株式会社「DX推進方針」更改のお知らせ
URL：https://www.bdx.co.jp/news/detail/20240301851//
代表メッセージ


	発信内容
	設立から3年が経過しましたが、常にお客様に向けてあるべき姿を提示し変革をともに実現に導く存在であり続けるために、徹底的な社内業務プロセスの自動化と、社内データ活用を通じて自社のDXに取り組んでいます。

■徹底的な社内業務プロセスの自動化
RPAやAIチャットボットなど様々な最新デジタル技術を活用して、人事、会計、契約手続きなどのバックオフィス業務を中心に自動化を進めています。現在はこれまで外注していた人事・労務領域の業務手順の見直しを進めています。
これにより、社内の申請や手続きの際の事務負荷を削減し、従業員がより価値の高い作業に注力できるようになりました。加えて、人手を廃止することによる事務品質の向上も実現しています。
非競争領域の社内業務を徹底的に効率化し当社の掲げる『Digital-Oriented』の考え方を自ら体現することによって、サービス開発や顧客サービス提供に従業員が一層注力できる環境を整えています。

■顧客データの一元管理・アカウントプラン策定
社内の各種システムや個々人が管理している顧客データ（顧客対応の履歴、サービス利用状況 等） を一元管理する顧客管理システムを導入しました。
この顧客データを分析することで、顧客企業ごとにアカウントプランを策定しています。
本取組を通じて、業界や個社ごとに異なる多種多様な課題に応じた最適なサービスの検討とその情報発信を通して顧客エンゲージメントの向上を実現しています 。

B&DX株式会社では、社内業務プロセスの自動化と顧客データ活用を通じて、よりよい顧客サービス品質の向上に取り組んでいます。今後も社内DXを一層加速させ、顧客および従業員にとっての価値創出を追求していきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　3月頃　～　　2022年　4月頃


	実施内容
	DX推進指標に基づいた自社のシステムに関する分析を実施。自己診断フォーマットにて提出。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年　3月頃　～　　2022年　4月頃


	実施内容
	情報セキュリティに関する基本方針を策定し、SECURITY ACTION制度二つ星の宣言完了。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

